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リニア新幹線が着工され、大きな関心を寄せられている。総工事費 10 兆円とも言われ、

東京名古屋間を 40 分で繋ぐ計画であり、国土強靭化計画面からも大きな論議が起こって

いる。そこで、大規模プロジェクトに詳しい橋山禮治郎氏からお話を伺った。 

 

―リニア新幹線計画の概要― 

① 建設営業主体は、JR 東海株式会社（国鉄分割民営化で誕生した民間公益事業会社） 

② 路線は、東京―名古屋間（286ｋｍ）直行 40 分（平均時速 429ｋｍ/ｈ）は、2014 年着

工、2027 年開業の予定。東京―大阪間（438ｋｍ）直行 67 分は、2038 年再開、2045 年

開業の予定。 

③ 停車駅は、品川―相模原（橋本）―甲府南―飯田郊外―中津川西―名古屋―亀山？―奈

良？―新大阪。京都は通らない計画で、賛否両論あり。 

④ 運行本数は、毎時直行 4 本（将来 7 本）、各駅停車毎時１本、乗客定員約 1.000 名/１

列車（全指定）、乗務員 2～3 名。 

⑤ 工事費は、東京名古屋間が、5.5 兆円、名古屋―大阪間 3.5 兆円、合計 9.03 兆円。 

⑥ 建設単価は、206 億円/ｋｍ（建設中金利は含まず、中間駅は切符窓口、及び待合室は

なし。駅前広場及び売店等は地元負担。 

⑦ 駆動方式は、超電導磁気浮上方式（10cm 浮上）、最高時速 500ｋｍ、運転士不在、遠隔

操作により行う。 

⑧ 建設目的は、第一に、東海道新幹線は輸送力が限界で増強が必要との主張。しかし、現

状新幹線の座席利用率は 60％強。一人当たり輸送キロも 300ｋｍでほぼ横ばいとなっ

ており、政策審議会以降、JR 東海は輸送力限界⇒パンク説は引っ込めている。第二に、

現行新幹線の経年化及び緊急時の代替輸送の必要性。しかし、現行東海道新幹線は無事

故で明確に安全で運転している。また、新幹線の改修事業を 2014年度から始めている。

東海道新幹線が古くなるからバイパスを作るというのはほとんど理由にならない。そ

うした理由でバイパス新線をつくる鉄道会社はどこにもない。第三に、大幅な高速化が

必要としているが、これ以上大幅な高速化は必要ないと世界の鉄道会社は考えている。

航空機メーカーも自動車メーカーも高速化よりは安全性重視の時代になっている。い

ずれも的はずれな目的であり、最近では二重系化、一元的経営、6 千万人の巨大メガロ

ポリスの実現、産業活性化、成長戦略など強調しているが、言語明瞭。意味不明である。 



⑨ 超伝導リニアで世界一の高速鉄道を実現し、鉄道技術革新を先導することを目的とす

る。このため、最短・直線ルートで走る。本来は直通のみにしたかったが、通過地方自

治体からの反発を受けて、やむなく、１県１駅だけ追加した。建設費は全額自社負担、

東名間リニア開業後 10 年間、限界に近い長期債務の減少を図る必要から、工事を中断

する。 

⑩ リニア効果として、JR 東海、地元地方自治体首長、政府審議会委員等は、次のような

点を考えている。 

(1) 大幅な移動時間短縮 

(2) 大動脈における輸送機能拡充 

(3) 東海大地震時の代替機能 

(4) 東京から名古屋に至る巨大都市圏の出現 

(5) 東京―名古屋間が通勤可能となる 

(6) 名古屋への人口・企業の転入増 

(7) 観光振興 

(8) 国際環境都市の実現 

(9) リニア技術の輸出が期待できること 

しかし、これらについては、各項目ごとに今後検証していくことが必要である。これら

の中には根拠なき期待、実現不可能と思われるもの等が多く、時代の変化にも拘わらずい

つか来た道の感が否定できない。逆ストロー効果で東京から本当に人口及び企業が名古屋

に来るのかどうか疑問1。また、週末の大都市の人が来るという観光効果についても、どれ

ほどの人が来るのか検証する必要がある。 

 

以下で、国策、国民、経営、技術、環境、住民の視点から、リニア計画を検証してみた

い。 

 

１． 国策的視点からの検証 

・全国新幹線網とのネットワークを遮断しており、全幹法違反ではないか 2。国会で審議も

していないし、閣議決定もしていない。環境影響評価が不十分ではないか。環境影響評価

を行うには、代替案を提示して比較考量する必要がある。鉄軌道幅は、狭軌、国際標準軌

（新幹線）、レールなきリニアの 3 つになり、相互乗り入れができず、乗り換えが必要等、

今後に大問題を残す。独リニア中止の理由はここにある。フリーゲージトレインは現在、

開発中だが、全国的にやるならば巨額の費用がかかる。規格統一をせずにきた結果であり、

                                                   
1 東北新幹線開通時において、東京本社の仙台支店が減少したという現象例もある。  
2 この点については、新幹線網の中では中央新幹線計画があり、整備新幹線に格上げされて

いること。元来、東京と大阪とは東海道、中仙道等複数のルートで結ぶという考え方はあっ

た。新幹線は、駆動方式は規定していないので、リニアも読めるか、手続き的に、全幹法違

反と言えるかどうかとの議論もある。ドイツでは別途磁気浮上鉄道基本法を制定した。  



リニア導入でこの愚を更に犯してはならない。EU 各国は統合後、鉄道規格の統一を申し合

わせ、軌道幅、電圧、周波数、信号、進行方向、ホームの高さ等を統一している。その結

果、各国の国際列車が相互乗り入れ、フランス TGV 等はスイスまで運行されている。 

・リニアでは物資は全く輸送できない。大災害時に役立たず、国土強靭化には資さないの

ではないか。東北大震災時に JR 貨物が全国的につながっていたことが効果的であったよ

うに、全国の鉄道ネットワークがつながっていることが災害時に大きな効果を発揮する。

大災害時にモノを運べなかったら意味がない。その点で言えば、リニアは部分最適であっ

ても、全体（全国新幹線網）最適ではないので、導入は望ましくない。 

・中間駅地域は、ただ、通り過ぎるだけであり、沿線地域振興には寄与しない。また、北

陸新幹線とはリンクしていないし、関係も無視している。 

・巨大掘削工事による自然環境破壊問題がある。 

・結果的に、東京へのストロー効果が強く、更に東京一極集中になるのではないか。東海

道新幹線開通以降に東京一極集中が加速し、関西再生を期待してやった第二弾が関西国際

空港の建設、それ以降も地盤沈下が留まらない関西圏がリニアで復権することはあり得な

い3。リニアは、人口減少下での需要増を想定しており、赤字となるのは目に見えている。 

・官民間の責任の所在及び分担が曖昧。民間主体で進められるというが、もし万一失敗し

た場合には事業の性格から国民負担の話が出てくる可能性があるのではないか。 

・失敗した場合には、技術立国の自滅に繋がり、国際的信頼が失墜するのではないか。 

 

２． 国民的視点からの検証 

・輸送力増強の必要もないが、時速 500 キロの交通機関が本当に必要か。交通インフラの

時代的要請は、安全性、経済性(燃費効率、コストパフォーマンス)、環境性ではないか。

そのいずれとも、リニアは相容れないのではないか。  

・国策民営プロジェクトであるならば、国と政府の政策的考えと責任のあり方を明確にし

ておくべきは当然であるが、路線、駅の決定方法、アクセスの不便さ、残土の処理、地元

負担のあり方等、全て、事業者の独善であり、住民無視そのものである。 

・情報開示が不十分である。また、説明責任を回避している。更に、地域・生活環境破壊

に関して思慮にかけていると言わざるを得ない。 

・超高速交通機関としては、コンコルド、ホーバークラフト等あったが、いずれも利用価

値が低く、「超高速」は幻想計画に過ぎないと言わざるを得ない。 

 

３． 経営的視点からの検証 

・工事リスクは極めて大きいと考えられる。南アルプス破砕帯 4、大深度工事を行うこと、

                                                   
3 関西経済の復権は交通条件の整備よりも経済力の強化、産業構造の転換等根本的な政策を

打つことでしか実現しない。  
4 南アルプス破砕帯におけるトンネル工事の厳しい条件については、種々指摘されている。 



トンネル工事5、工事費増加リスクもある。更に、残土処理6、地下水遮断、住民訴訟が頻発

する可能性もあり、技術的に不確実性が極めて大きく、工事リスクは大きい。 

・採算性にも大きな問題がある。人口減少、海外生産シフト下での楽観的な需要想定を行

っている。リニア開通により東海道新幹線から客の移動があり、東海道新幹線は大幅な客

数減少に見舞われる。また、航空、自動車、高速バスからのシフトも確かに想定されるが、

JR 東海が羽田―大阪の航空利用者の 100％転移を見込むのは過大であろう。また、新規利

用者(誘発利用者)を 99 億人キロと想定しているが、根拠なき期待値にすぎない。ところ

が、驚くことに、JR 東海社長が名古屋までのリニア単独では赤字と言明しているのでは JR

東海の投資戦略の真意と今後の会社経営がどうなるか疑問である。インフラ事業は供用開

始後にコストを削減できる余地は殆どなく、需要増がない限り、料金値上げはさらなる減

収を招く。値下げしても減益は必至で、収支改善は絶望に近い。東京横断道路は開業時か

ら 80％も値下げしても大幅な需要増はなく、国民の税金で維時運営されている。リニアは

東海道新幹線とは全く異なる収支構造であることに留意しなければならない 7。失敗した時

には結局国民にツケが回ってくるのではないか。また、地域振興面も軽視している。資金

調達（増資、社債、借入等）に関してもリスクがある。 

・名古屋―大阪間は不確実。延期、中止、事業者変更、リニア断念等のケースが想定され

る。JR 東海としては、本音は、東京名古屋間リニアは東海地方に効果が大きいが、大阪延

伸となると名古屋は通過点となり、名古屋としての効果が小さくなると考えているのかも

知れない。 

・技術の不確実性が高い。安全性、運転制御、電磁波、電力、非常時救出等の点で不確実

性が高い。電力は新幹線の 3 倍の電力が必要とされるが、原発再稼働に依存するならば、

国民的合意は得られまい。 

・大事故が起これば安全神話崩壊でリニア廃線せざるを得なくなり、企業存亡の危機に陥

る。その場合は、地下空間活用策として、新幹線方式への変更、物流施設への変更、放射

性廃棄物中間貯蔵施設に転用する等のことが考えられる。 

・ドイツのリニアは着工以前に国会が中止を決定した8。ドイツの常電導リニアは上海万博

時に実用化されたが、電磁波被曝を懸念する沿線住民の猛反対で僅か 30 キロの実用化に

留まった（建設費は 50 億円/km でわが国リニアの１/4)。 

                                                   
5 86％がトンネル工事となる。現場従業者も工事遂行に楽観できないのではないか。  
6 残土の 80％以上は処分場が決まっていない。静岡市は条例で残土の処理を規制している。 
7 リニア全額 JR 東海の資金でやる理由として、JR 東海が大幅な黒字経営を続けており、他

に業務展開が限られることがあり償却資産を作りたいということであれば、国鉄分割民営化

の時の分割の仕方及びその時の条件（JR 東海への新幹線のリース条件等）にややバイアスが

かかっていたのではないかとの疑問が湧く。旧国鉄債務のうち、各鉄道会社が引き受けたも

の以外の約 23 兆円の債務は旧国鉄清算事業団の資産処分を超えるものは国民負担となってい

る。 
8 ドイツのリニアはハンブルグーベルリン間の計画であったが、十分な需要が見込めないこ

と、他の鉄道等の相互乗り入れができないこと等から断念するに至った。  



・政治の責任は効果の検証を明確に行うことである。とりわけ巨大インフラには、計画段

階における総合的・合理的な判断が必要である。わが国では責任の所在が曖昧で、また失

敗しても責任をとる人もいない。従って同じ失敗が何度も繰り返される。東京湾横断道路

も関西国際空港も同じケースである。 

 

４． 住民側からの検証 

・住民サイドは、何を得るか。現実には少ない利用者便益、実態なき地域活性化に対する

幻想、『住みよいわが地域は自分達でつくるしかない』という住民意識を醸成することにな

ればいいが、そうした意識改革が必要であろう。 

・他方、価値ある自然環境の決定的破壊(資源、景観）、投資効率の低い地方財政負担増、

歯止めなき人口流出、他線との乗り換え・相互乗り入れ可能性の封印、在来鉄道の無人駅

化・廃線による更なる公共交通手段の縮小(自動車依存）といった結果となることになるの

ではないか。 

 

５． インフラプロジェクトの成功条件 

・インフラプロジェクト成功の条件は、正しい目的(必要性、妥当性) と適切な手段の併

存、即ち、多くの人々が求めているものが実現し、広く利用されること及び信頼できる手

段(技術等)と採算が確保され、持続的運営が可能であること、更に、社会にプラス効果が

波及し、マイナス効果が小さいことである。成功プロジェクトとは、国民も、事業者も、

社会も満足できる事業を指す。目的が妥当であっても、技術、経済、環境の一つでも不十

分であれば必ず失敗する。従って、事前評価が極めて重要となる。 

 

６． リニア計画に内在する失敗の誘因 

・いかなるプロジェクトにもリスクはある。安全神話は虚構である。過去の失敗から学ぼ

うとしない、現実直視の分析力が欠如している、環境変化に対する洞察力も欠如している。 

・“リニア＝最先端技術＝高速＝善”という独善的先入観が先行している。見たくないもの

は見ず、見たいものだけを期待して「自社の、自社による、自社のための計画」を進めて

いる。JR 東海の本当の目的は “リニア実現”であるが、公益企業としての社会的使命は

何処にあるのか疑問である。リニア実現は何らかの目的を達成知るための手段であるはず

だが、手段自体が目的化している。 

 

７． 政府と国会に求められること 

・政府と国会に求められることは、「国策民営プロジェクト」 であることを明確に定め、

国と民間との責任を法的に決定することである。民間計画を追認、傍観するだけの態度を

改め、国会の場でリニア計画の目的、技術妥当性、経済社会的効果、全幹法との整合性等

について総合的に検討評価し、計画の適否、進め方を決定することである。 



・着工前から赤字必至のインフラ計画は当面凍結すべきであろう。その上で、J R 東海に

投資計画、長期経営計画等の見直し・変更を求め、失敗を回避するための公的責任を果た

すことが求められる。 

 

８． 地方自治体と住民に求められること 

・住民の代表者たる首長は、広く住民の意見、考えを求め、長期的観点から賢明な判断を

することが求められる。そして、住民及び地域にとって大きな影響がある場合は、住民投

票の実施、事業者との協定締結、代替案の提示等を行い、責任を果たすべきである。住民

の首長一任は無責任と同義である。 

 

９． 総括的結論 

・巨大インフラプロジェクトは、着工前の計画段階での総合的かつ合理的判断が決定的に

重要である。 

・現時点でのリニア計画は、政策的、技術的、経済的、環境的視点から検証しても、極め

て不確実性が高く、事業としての成功は困難であろう。その代償は事業者たる J R 東海の

みならず、国民、沿線の地域と住民、わが国の鉄道網、将来世代に及ぶは必至であるため、

着工以前の段階で、政府と国会は本件プロジェクトの目的、実現可能性、成果等を再度真

剣かつ総合的に再検討し、徹底した事前評価によって「国策民営プロジェクト」の適否、

進め方等を決定すべきである。世界的にもリニアに対する関心・需要は全くない。輸出可

能性はゼロである。 

・事業破綻、国土と自然破壊、負の資源配分、技術立国の失墜を招くリニア計画の強行は、

国民、事業者、国にとって失うものがあまりにも多く、速やかに凍結又は変更するのが賢

明である。しかしそれを事前に止める人も、責任をとる人もどこにもいない。問われてい

るのは、政治家、事業経営者はもちろん、すべての国民である。我々は過去の経験から学

び、現実を直視し、冷静に将来を洞察することによって、更に賢くならなければならない。 

（以上） 
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